
地域保健関係の統計情報
及び情報の活用例

資料３



地方自治体から「評価」をするための情報を入手する際の法的根拠について

Ⅲ Ⅰ及びⅡ以外に個別法に基づくもの
例） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（医師の届出）
第十二条 医師は、次に掲げる者を診断したときは、厚生労働省令で定める場合を除き、第一号に掲げる者については直ちにその者の氏名、
年齢、性別その他厚生労働省令で定める事項を、第二号に掲げる者については七日以内にその者の年齢、性別その他厚生労働省令で定
める事項を最寄りの保健所長を経由して都道府県知事に届け出なければならない。
一 一類感染症の患者、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者又は無症状病原体保有者及び
新感染症にかかっていると疑われる者

二 厚生労働省令で定める五類感染症の患者（厚生労働省令で定める五類感染症の無症状病原体保有者を含む。）
２ 前項の規定による届出を受けた都道府県知事は、同項第一号に掲げる者に係るものについては直ちに、同項第二号に掲げる者に係るも
のについては厚生労働省令で定める期間内に当該届出の内容を厚生労働大臣に報告しなければならない。

Ⅱ 補助金等適正化法第14条に基づくもの
補助事業者等は、各省各庁の長の定めるところにより、補助事業等が完了したとき（補助事業等の廃止の承認を受
けたときを含む。）は、補助事業等の成果を記載した補助事業等実績報告書に各省各庁の長の定める書類を添えて
各省各庁の長に報告しなければならない。

例） 【難病相談・支援センター事業】
・利用時間、従事者（難病相談・支援員、日常生活等相談員）、活動内容（各種相談支援）など報告

Ⅰ 地方自治法第２４５条の４第1項に基づくもの
各大臣は、その所掌する事務に関し、地方公共団体の事務の適正な処理に関する情報を提供するため必要な資料の提出

を求めることができる。
・ 国が行う統計調査は、統計法により「基幹統計調査」と「一般統計調査」と定められており、総務大臣の承認を受けなけれ
ばならない。
１．基幹統計調査(｢基幹統計｣を作成するために国が行う調査)
例） 人口動態調査、医療施設調査

２．一般統計調査(１．以外の国が行う調査)
例） 衛生行政報告例、地域保健・健康増進事業報告

※負担の軽減について
• 統計法（第27条）において行政機関が保有する各種の情報を統計の作成に活用する仕組みを整備することにより、統計作成の正確性や効率性を向上させるとともに、
統計調査における被調査者の負担の軽減が明記されている。

• 行政管理委員会「補助金事務手続きの簡素合理化方策についての答申」（昭和53年4月）において実績報告書及び添付書類の記載事項については、額の確定を行
うための審査に必要な範囲にとどめる必要があると実績報告書及び添付書類の簡素化が明記されている。



調査周期 調査分野

基幹統計調査（国の行政機関が実施）※平成21年３月以前は指定統計調査 　

※ 患者調査 ３年 福祉・衛生

国勢調査 ５年 人口

人口動態調査 月 人口

医療施設調査 月、３年 福祉・衛生

国民生活基礎調査 １年 生活・環境

一般統計調査（国の行政機関実施）※平成21年３月以前は承認統計調査

※ 人口移動調査 ５年 人口

※ 世帯動態調査 ５年 人口

出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） ５年 人口

平成２２年国勢調査事後調査 ５年 人口

※ 国民生活基礎調査試験調査 １回限り 生活・環境

※ 全国家庭動向調査 ５年 生活・環境

※ 自然再生の推進に関する意識等調査 １回限り 生活・環境

※ 自動車購入者に対するアンケート調査 １回限り 生活・環境

※ 配偶者からの暴力の防止等に関するアンケート調査 １回限り 生活・環境

※ 消費者団体基本調査 ３年 生活・環境

※ 男女間における暴力に関する調査 不定期 生活・環境

産業廃棄物処理実態調査 １回限り 生活・環境

環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査 １年 生活・環境

産業廃棄物排出・処理状況調査 １年 生活・環境

環境にやさしい企業行動調査 １年 生活・環境

環境投資等実態調査 １年 生活・環境

中国残留邦人等実態調査 不定期 生活・環境

家庭の生活実態及び生活意識に関する調査 １回限り 生活・環境

２１世紀出生児縦断調査 １年 生活・環境

２１世紀成年者縦断調査 １年 生活・環境

水害統計調査 １年 生活・環境

景気ウォッチャー調査 月 生活・環境

環境保健サーベイランス調査 １年 生活・環境

中高年者縦断調査 １年 生活・環境

食品ロス統計調査 １回限り 生活・環境

社会生活基本調査 ５年 生活・環境

　

※ 児童養護施設入所児童等調査 ５年 福祉・衛生

※ 所得再配分調査 ３年 福祉・衛生

※ 平成２０年障害福祉サービス等経営実態調査 不定期 福祉・衛生

※ 受療行動調査 ３年 福祉・衛生

※ 乳幼児栄養調査 １０年 福祉・衛生

※ 歯科疾患実態調査 ６年 福祉・衛生

※ 原子爆弾被爆者実態調査 １０年 福祉・衛生

※ 知的障害児（者）基礎調査 ５年 福祉・衛生

※ 高齢者における社会保障に関する意識調査 不定期 福祉・衛生

※ 身体障害児・者実態調査 ５年 福祉・衛生

※ 全国母子世帯等調査 ５年 福祉・衛生

※ ホームレスの実態に関する全国調査 不定期 福祉・衛生

※ 新待機児童ゼロ作戦に基づく保育等ニーズ調査 １回限り 福祉・衛生

地域保健に関連する主な統計一覧(平成17年４月～22年３月)

統　計　調　査　名



調査周期 調査分野

※ 国民年金被保険者実態調査 ３年 福祉・衛生

※ 小児医療対策に関するアンケート調査 １回限り 福祉・衛生

※ 企業における子育て支援とその導入効果に関するｱﾝｹｰﾄ調査 １回限り 福祉・衛生

※ 高齢者介護介護実態調査 不定期 福祉・衛生

※ 社会保障実態調査 ５年 福祉・衛生

※ 年金制度基礎調査（老齢年金受給者実態調査） 不定期 福祉・衛生

保健師活動領域調査 １年、３年 福祉・衛生

福祉事務所現況調査 １年 福祉・衛生

院内感染対策サーベイランス 月、半年、１年 福祉・衛生

生活保護母子世帯調査 １回限り 福祉・衛生

障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 ２１’２２年度 福祉・衛生

地域児童福祉事業等調査 １年 福祉・衛生

病院報告 月、１年 福祉・衛生

歯科技工料調査 ２年 福祉・衛生

歯科診療報酬の適正な評価を行うための調査 １回限り 福祉・衛生

歯科補綴関連技術等に関する歯科診療報酬の適正な評価のための調査 １回限り 福祉・衛生

特定保険医療材料価格調査 ２年 福祉・衛生

医薬品価格調査 ２年 福祉・衛生

介護従事者処遇状況等調査 １回限り 福祉・衛生

保険医療材料等使用状況調査 ２年 福祉・衛生

全国家庭児童調査 ５年 福祉・衛生

医薬品・医療機器産業実態調査 １年 福祉・衛生

「医療費の動向」調査 月 福祉・衛生

福祉行政報告例 月、１年 福祉・衛生

介護給付費実態調査 月 福祉・衛生

地域保健・健康増進事業報告 １年 福祉・衛生

社会保障生計調査 １年 福祉・衛生

国民健康・栄養調査 １年 福祉・衛生

医師・歯科医師・薬剤師調査 ２年 福祉・衛生

公的年金加入状況等調査 ３年 福祉・衛生

年金制度基礎調査 不定期 福祉・衛生

連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 １年 福祉・衛生

国家公務員共済組合年金受給者実態調査 １年 福祉・衛生

衛生行政報告例 １年、２年 福祉・衛生

食肉検査等情報還元調査 １年 福祉・衛生

社会医療診療行為別調査 １年 福祉・衛生

社会福祉施設等調査 １年 福祉・衛生

被保護者全国一斉調査 １年 福祉・衛生

介護サービス施設・事業所調査 １年 福祉・衛生

介護事業実態調査 ３年 福祉・衛生

医療扶助実態調査 １年 福祉・衛生

乳幼児身体発育調査 10年 福祉・衛生

健康保険・船員保険被保険者実態調査 １年 福祉・衛生

一般廃棄物処理事業実態調査 １年 生活・環境

※ 国立・私立小学校及び中学校における不登校児童生徒に関する調査 １回限り 教育・文化・科学

学校給食実施状況等調査 １年 教育・文化・科学

学校給食栄養調査 １年 教育・文化・科学
※は、旧法における調査項目

統　計　調　査　名



「健やか親子２１」（母子保健）の評価指標（６９）

保健水準の指標（２０） 住民自らの行動の指標（２２） 行政・関係団体等の取組の指標（２７）

●政府統計で把握できる指標（１２）

（例）
1-2 十代の人工妊娠中絶率

【衛生行政報告】

3-1 周産期死亡率
【人口動態統計】

●政府統計で把握できない指標（８）

（例）
1-4 15歳の女性の思春期やせ症（神経性

食欲不振症）の発生頻度

2-3 産後うつ病の発生率

●政府統計で把握できる指標（６）

（例）
2-4 妊娠11週以下での妊娠の届け出率

【地域保健・健康増進事業報告】

2-12 出産後1ヶ月時の母乳育児の割合
【乳幼児栄養調査】

【乳幼児身体発育調査】

●政府統計で把握できない指標（１６）

（例）
1－7 十代の喫煙率

1－8 十代の飲酒率

●政府統計で把握できる指標（４）

（例）
1-16 朝食を欠食する子供の割合

【国民健康・栄養調査】

2-8 産婦人科医・助産師数
【医師・歯科医師・薬剤師調査】

政府統計で把握できない指標値は、厚生労働科学研究費補助金等で把握

●政府統計で把握できない指標（２３）

（例）
1-15 食育の取組を推進している地方公共団

体の割合

3-19 事故防止対策を実施している市町村の
割合

評 価 指 標 の 分 野（３）

評価に関する課題の事例

〔事例１〕



がん検診

１．回答者：市区町村

２．内容：

「『がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針』について」（平成10年3月老人保健課長通知）にもとづい
て自治体が実施したがん検診の事業結果

３．結果：対象者数、受診者数、受診率、要精密検査者数、
結果別人員数（異常認めず、がん疑い等）

１．回答者：層化無作為抽出した約1,000地区の住民
（約45,000人）

２．内容：

「あなたは過去１年間にがん検診を受けましたか。これらの
がん検診については、健診等（健康診断、健康診査及び人
間ドック）で受診したものも含みます。」という質問の回答

３．結果：受診率

問題点：・自治体以外で行った検診（保険者、企業、個人）
については把握できない。

問題点：・全国と都道府県別の受診率はわかるが、層化無
作為抽出した約1,000地区の住民を対象として調査である
ため、すべての市町村別の受診率は算出不可。

・住民の主観的な回答（受診の記憶欠如、他の検査をがん
検診と誤解して回答等）

既存の統計・調査では正確な情報を把握することが困難

自治体 保険者 企業 個人 自治体 保健者 企業 個人市町村別の受診率は算出不可

地域保健・健康増進事業報告 国民生活基礎調査

自治体ごとの住民のがん検診の受診率
（胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮がん）

がん対策の推進に
必要な指標

〔事例２〕



同一県内の２自治体の1歳6ヶ月児健診のカルテ及びアンケート用紙の項目①

※※異なる文言は赤で表示

＜1歳6ヶ月児健診カルテの大項目＞

Ａ自治体 Ｂ自治体

家族歴 ―

既往歴 ― ※

発育・発達 ― ※

栄養 ― ※

相談事項 ― ※

経過観察 総合判定

計測

体重

身長

胸囲

頭囲

カウプ指数

診察 診察所見

指示 医師の指示

歯科診察 歯科所見

指導事項 指導内容

心理判定 ―

※アンケートの内容で把握

＜Ａ自治体＞

診
察

体格 普通・肥満・やせ・低身長

皮膚 貧血・湿疹・血管腫

頭頸部 大泉門膨隆・開存・斜頚

胸部 心雑音

腹部 臍ヘルニア・腫瘤

陰部 停留睾丸・陰のう水腫

四肢 Ｏ脚・Ｘ脚

視聴覚 斜視・難聴

その他

＜Ｂ自治体＞

診
察
所
見

全身状態
正常

異常

皮膚
正常

異常（貧血・湿疹・血管腫）

頭頸部
正常

異常（斜頚）

視聴覚
正常

異常（斜視・難聴）

胸腹部
正常

異常（心雑音・臍ヘルニア・腫瘤）

外陰部
正常

異常（ヘルニア・停留睾丸・陰のう水腫）

運動発達
正常

異常

精神発達
正常

異常

その他 （ ）

〔事例３〕



同一県内の２自治体の1歳6ヶ月児健診のカルテ及びアンケート用紙の項目②

＜アンケートの項目（育児に関する部分のみを抜粋）＞

Ａ自治体 Ｂ自治体

育児の相談相手や協力者はいますか 育児について相談する人がいますか

育児の仲間はいますか 育児仲間がいますか

父親（母親）は育児に参加してくれますか お父さんは育児や家事に協力してくれますか

育児の中で心配事や不安がありますか ―

子供との接し方や遊び方がわからなくなることがありますか ―

育児をしてイライラすることがありますか ―

ゆったりとした気分でお子さんと過ごせる時間がありますか ―

お母さん・お父さん自身の事について困っていることがありますか ―

― お子さんはかわいいですか

― 子育てに困難を感じることはありますか

― お父さんはお子さんとよく遊んでいますか

― お母さんはお子さんとよく遊んでいますか

― 育児をしていて日頃思うことをお書き下さい

育児は楽しいですか ―
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④母子保健データ提供システム

＜集計項目＞
・妊婦、乳幼児健診結果（手帳、妊婦、乳児、1.6歳児、3歳児）
・健診時の生活栄養調査結果
＜提供しているデータ＞
・母子保健統計

出生（率、低体重児）、死亡（新生児、乳児）、死産、婚姻、離婚、
人工妊娠中絶等々
・母子保健事業、各種助成事業等の状況（全県）

母子保健事業実績（健康教育、各種調査等）、小児慢性特定疾
患、育成医療、乳幼児等医療費助成、先天代謝異常検査 等々

②特定健診等データ提供システム

島根県の保健統計資料提供システム

＜算出項目＞
・年齢調整死亡率
・ＳＭＲ
・平均余命
・平均自立期間

①人口動態統計

県
研
究
所

県
庁
・保
健
所

市
町
村

・将来人口推計
・死亡順位
・ＬＳＭ（区間死亡確率）
・ＰＹＬＬ（早死損失年）
・死亡データ集計（死亡集計表）

③脳卒中情報システム
（脳卒中発症者状況調査）

＜収集情報＞
・各年（H17年～）で1年間の発症者の市町村名、性別、年齢
病名、基礎疾患等

協
力
病
院

保
健
所

県
庁
・

県
研
究
所

県
庁
・保
健
所

○島根県では県下全市町村で標準化した質問紙を用いて健診等のデータを収集している。

○健診等の各種統計データ（※）の流れをシステム化している。

島根県の先進的取り組み

○収集された健診等の統計データは基本的に、市町村→保健所→県庁→保健環境科学研究所へと送られ、保健環境科学研

究所の保健師等によって分析される。その後、県庁、保健所へ結果を還元し、保健所は市町村へ結果を還元している。

※①人口動態統計、②特定健診等データ提供システム、③脳卒中情報システムデータ、④母子保健集計システム

統計資料提供システム概要

参考：平成21年度地域保健総合推進事業 「市町村支援・活用を目指した保健統計の利用に関する検討事業報告書」 分担研究者 加藤昌弘
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＜集計項目＞
・質問項目（性・年齢別）
・メタボリック判定区分（性・年齢別）
・保健指導レベル（性・年齢別）
・年齢調整有病率（高血圧、糖尿病、脂質異常）
・検査値の度数分布、ＢＭＩ区分別分布
・メタボ区分別の有病率（高血圧、糖尿病、脂質異常）
・疾病判定区分と質問票項目のクロス集計（糖尿病等）
・ＢＭＩと質問票項目のクロス集計

評価に関する先進事例 〔事例１〕



④母子保健データ提供システム

例）１歳６か月児健康診査（一部抜粋）

島根県では県内で統一した健診項目を使用



尼崎市における生活習慣病対策①
計画 尼崎市国民健康保険特定健康診査等実施計画

○「高齢者の医療の確保に関する法律」（以下「法」という。）に基づき、平成２０年度から糖
尿病等の生活習慣病に着目した健診及び保健指導を実施。

○法第１８条に基づき、尼崎市の地域特性や健康実態を踏まえながら、糖尿病等の生活習
慣病有病者・予備群の２５％減尐を目指し、特定健康診査等実施計画を策定。

○事業を画一的に行うのではなく、地域特性や被保険者の健康実態、生活習慣との関連を
勘案しながら効率的・効果的に保健指導を実施していくとともに、

○予防効果が大きく期待できる保健指導対象者を明確にし、その対象者に確実に保健指
導できる体制を整備

新たな視点で健診・保健指導を充実・強化する必要あり

「・・・市民検診結果から尼崎市国保被保険者の健康実態を見ると、継続的な検診受診者の
有所見率は９８．９％で、このうち、医療を要する段階にある者は３７％であった。老人保健法
に基づく市民検診の目的は「早期発見・早期治療」であったが、このような実態を見ると、こ
れまでの尼崎市国保保健事業において、所期の課題が解決していない状況が明らかとなっ
た。この実態を解決していくことは・・・「早世・生涯予防」に向けた喫緊の課題である。（略）

これらの状況を踏まえて尼崎市国保では・・・緊急性、優先性を勘案した上で対象
者を抽出し、保健指導を実施していく。」

ターゲットを絞った戦略レセプト分析
働き盛りで、体が不自由になってしまった人た
ちは、どのような病気が原因か。 介護保険給付の分析

〔事例２〕



尼崎市における生活習慣病対策②

評価

実施

生活習慣病 特に、糖尿病。そして重症な合併症は、人工透析。

○保健指導対象者選定のための、健診受診率向上（重症者の掘り起こし）
○保健指導の優先順位を決め、個別及び集団支援を実施
○重症化予防

戦略推進において大切なキーワードは庁内と市民との「情報共有」

○入院者の状況（数字は平成19年度と平成21年度の値）
・入院にかかる１か月総医療費の件数（1807→1449）及び費用（9億→7億7千万）が低下
・生活習慣病による入院医療費の件数（1261→1116）及び費用（7億→6億4千万）が低下
・虚血性心疾患による入院医療費の件数（342→276）及び費用（2億3千万→1億7千万）が
低下
・脳血管疾患による入院医療費の件数（358→293）及び費用（2億2千万→1億7千万）が低
下
○予備群（高血圧、糖尿病）の医療費の状況
・入院は減尐したが、通院は増加（早期治療につながったため）
○介入（保健指導）と医療費との関係
○その他
・国保の新規人工透析導入者の推移は増加から減尐

評価の視点と重症化予防対策の成果

課題 ○国保加入前の被用者保険加入時の対策
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健診・保健指導 入院

高額（200万円以上）
レセプト
（心筋梗塞重症者）
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健診

未受
診
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人
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8人 7%

高額レセプト
（脳卒中重症者）

26人

健診
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診

23
人

89%
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指導
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者

1人
0.4
%

健診・保健指導と入院件数、医療費の推移

心
筋
梗
塞

千円

千円

脳卒中、心筋梗塞にな
る恐れが高い段階

Ⅲ度（重症）高血圧者の
割合

19
年度

20
年度

21
年度

4％ 2.5％ 1.7％

合併症の恐れ
9％以上で腎不全発症
率4.2倍

ＨｂＡ１ｃ８％以上の者の
割合

19
年度

20
年度

21
年度

2％ 1.5％ 1.3％

保健指導

保健指導



平成19・20年度 2カ年の健診・保健指導の効果
を通院１人当たり平均費用額でみてみました
（平成21年 各年5月審査分レセプトより）

平成19年度・20年度
生活習慣病（通院）

一人当たり平均費用額

連続未受診 28,162円

いずれかの1年で
健診のみ受診 23,036円

連続健診のみ受診 21,314円

いずれか1年で
保健指導を利用 21,555円

連続保健指導利用 20,248円

7,914円の差
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